
米子市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（案）に対する
パブリックコメント実施結果について

米子市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（案）に対するパブリックコメントについて、

ご意見の概要とそれに対する市の考え方をとりまとめましたので、公表します。

１ 意見募集の概要
（１）募集期間

令和４年１２月１５日（木）から令和５年１月２０日（金）まで （37日間）

（２）周知方法

市報（令和４年１２月号）、市ホームページ、市 Twitter

（３）閲覧場所

環境政策課（クリーンセンター２階）、総合案内、行政窓口サービスセンター、各公

民館、地域生活課（淀江支所１階）

（４）意見の提出方法

郵送、電子メール、ファクシミリ、持参、とっとり電子申請サービス

２ 意見募集の結果
（１）意見提出件数 １1件（2名）

（２）提出方法 電子メール（１名）、とっとり電子申請サービス（１名）

（３）提出意見内訳

全般に関する意見 2件

第１章 計画の基本的事項に関する意見 1件

第２章 計画策定の背景に関する意見 0件

第３章 二酸化炭素排出量の現状と削減目標に関する意見 0件

第４章 削減目標の達成に向けた取組に関する意見 8件

第５章 計画の推進体制と進行管理に関する意見 0件





番号
該当

項目
意見の概要 意見に対する市の考え方

案の

修正

１ 全般

米子市は2050年までに温室効

果ガス（CO2）の実質排出量ゼロ

を目指すゼロカーボンシティ宣

言を行っており、今後市民や事

業者と協働して、市域の脱炭素

化を推進していくという観点か

らも、米子市地球温暖化対策実

行計画区域施策編という固いイ

メージを与える題名よりも、ゼ

ロカーボンシティアクションプ

ランというインパクトがあっ

て、覚えやすく分かりやすい題

名になっていると思う。この計

画を広く周知して、脱炭素化を

推進してほしい。

計画名につきましては、親し

みやすさを感じる、「ゼロカー

ボンシティよなごアクション

プラン」としました。

今後、本計画の周知に努め、

市域のCO2排出量削減に向け、

市民・事業者・行政が相互に連

携・協力して脱炭素社会の実現

を目指してまいります。

無

２ 全般

市民が関心を持って積極的に

参加していくためにも、計画を

パブコメではなく住民説明会を

開催して、意見交換の場を作っ

ていただきたい。

パブリックコメントは、広く

市民や事業者からのご意見を

お聞きする上で有効な手段の

一つと考えて実施し、計画策定

に当たっての住民説明会は実

施しませんでした。

今後の計画や具体的な取組

の見直しを進めて行く中で、環

境イベントやふれあい説明会

などにおいて、計画の周知を積

極的に行いたいと考えており

ます。

無



３

第 1章

6（3）気

候変動へ

の適応に

ついて

（ｐ5）

近年、豪雨による水害や大雪

による雪害等、異常気象が続い

ており、危機感を抱いている。

今後市として温暖化への対策

を積極的に行ってもらいたい。

本計画では、基本方針の一つ

に気候変動適応策の推進を掲

げており、気候変動の影響によ

る災害被害の回避・軽減に努め

ていくこととしております。

あわせて、気候変動への適応

策に関する情報提供や周知・啓

発を積極的に行います。

無

４

第 4章

4（1）再

生可能エ

ネルギー

の導入

（ｐ20）

再エネの導入推進（計画資料

p20）について、PPA（オンサイト、

オフサイト）の推進が二酸化炭

素削減に向けた具体的な取組の

主軸と考えられるが、市内にお

けるキャパは足りうるのか。

特にオンサイト型は屋根等の

限られたスペースに設置するも

のであり一定の諸条件も発生

し、市内で条件面もクリアした

件数が1,000件も確保できるの

か。オフサイト型も例えば、2030

年において、8,000kWの電力を確

保するのにどれだけの敷地面積

が必要になるのかイメージがわ

きにくい。

オフサイト型PPAにつきまし

ては、通常型の野立て太陽光発

電（南向き）では、8ⅯW（8,000

ｋW）の発電量に対して、約 8ha

（80,000 ㎡）の面積、営農を目

的とした垂直パネルを導入し

た場合には、その約 3倍の面積

が必要になると想定しており

ます。

事業の具体化につきまして

は、脱炭素先行地域推進協議会

におきまして協議、検討してま

いります。

無



５

第 4章

4（1）再

生可能エ

ネルギー

の導入

（ｐ20）

PPA事業を進めて行くに当た

り、技術的な側面も踏まえ、市内

の工務店等、地場企業で対応し

きれるのか。

また、国内の自治体で同様に

再エネ導入が推進されていく中

で、施工者の確保や部材の安定

確保は可能なのか。

PPA 事業は、技術的な面でこ

れまでの太陽光発電の設置と

基本的には変わりはありませ

んので、地元企業での対応も可

能と考えております。

本事業の実施に当たっては、

社会情勢や本市を取り巻く状

況を踏まえながら、計画を推進

してまいります。

無

６

第 4章

4（1）再

生可能エ

ネルギー

の導入

（ｐ20）

中海や日本海の活用（海上型

の太陽光発電）は検討されてい

るのか。

現時点では海上型の太陽光

発電について、具体的な検討は

しておりませんが、施策に示す

とおり、今後とも再生可能エネ

ルギーの先進的な取組を研究

するとともに、市域における導

入可能な再生可能エネルギー

を検討してまいります。

無

７

第 4章

4（1）再

生可能エ

ネルギー

の導入

（ｐ20）

太陽光に限らず再生可能エネ

ルギー導入に関する補助金制度

をお願いしたい。

今後市域における新たな再

生可能エネルギー導入可能性

の研究を進めていく中で、導入

支援策も含めて検討してまい

ります。

無



８

第 4章

4（4）地

域環境の

整備

（ｐ23）

市民が安心して歩いて楽しめ

るとともに、脱炭素と一体とな

ったまちづくりを期待してい

る。

本計画の施策の一つである

「脱炭素なまちづくりの推進」

に向けて、今後日常生活に支障

なくCO2排出量の少ない生活が

送れるように、まちなかを車中

心から歩行者中心の空間へ転

換するなど、環境に配慮したま

ちづくりを目指してまいりま

す。

無

９

第 4章

４（5）環

境教育の

推進

（ｐ24）

小学生、中学生に対する環境

学習への機会が少ないように思

う。特に小学校低学年から自然

環境を保全し、大切にするとい

う意識啓発は重要であり、もう

少し積極的に行ってほしい。

今後社会の中心となる子ど

もへの環境教育は重要である

と認識しております。また、子

どもが環境へ興味を持つこと

を通じて、家族への波及効果も

期待できると考えています。

クリーンエネルギーを体験

する環境イベントや再生可能

エネルギー発電施設見学の機

会等を通じて、環境教育・環境

学習の充実を図ってまいりま

す。

無

１０

第 4章

４二酸化

炭素削減

に向けた

取組

(P20-P24)

具体的な取組例が少ないよう

に思う。これで 2050 年に市域を

脱炭素化できるのか疑問に思

う。

地球温暖化対策は、各主体が

無理なくできることから行動

を起こし、取り組むことが大切

であり、PDCA サイクルによる事

業検証を行うとともに、社会情

勢や技術革新の状況も踏まえ

ながら、2050 年ゼロカーボンシ

ティの実現に向けて、計画を推

進してまいります。

無



１１

第 4章

6 脱炭素

先行地域

の取組

（p26）

脱炭素先行地域づくり事業は

非常に先駆的ではあるが、地方

は都市部に比して大企業も少な

く、先進的な取組や技術といっ

たものに地域住民は抵抗を感じ

やすい。

カーボンニュートラルという

単語はなんとなく理解できてい

るが、実際に生活の場面でカー

ボンニュートラルの世界がどん

なものかということが理解（実

感）できていないと考えられ、理

解しやすいモデルとして、スマ

ートシティのようなものが必要

だと考える。

カーボンニュートラル達成

のためには、市民・事業者の

方々のご理解、ご協力が不可欠

であり、今後市報やホームペー

ジ、あるいは環境イベントやふ

れあい説明会などを通じて周

知に努めてまいります。

無


